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１．現職教員派遣委託費とは  

途上国の開発のために教育の果たす役割は大きく、独立行政法人国際協力機構（以下、

「JICA」という。）は、教育現場への直接の支援の一環として、JICA 海外協力隊の派遣を行

ってきました。途上国の教育現場に対する協力では、教育者として十分な資質や経験を有し

ている人材を派遣することが重要であることから、2001年度、現職教員の青年海外協力隊へ

の参加促進を目的として、文部科学省、外務省、国際協力事業団（当時）及び都道府県・指

定都市教育委員会の協力により、現職教員特別参加制度が創設されました。 

現職教員派遣委託費は、現職教員特別参加制度により、JICA 海外協力隊への参加意思を

有する現職教員を隊員として推薦し、選考に合格した現職教員を JICA 海外協力隊として参

加させ、JICA 海外協力隊から帰国した後の教育分野における社会還元活動を実施促進する

ことを地方自治体に委託するものです。 

本委託費は次の２点を目的としています。 

（１）途上国からの要請に応え得る資格要件を備えた現職の教員を安定的に途上国の教育

現場へ派遣することで、途上国の教育の質の向上に資すること。 

（２）帰国した派遣教員が、日本の教育現場において児童・生徒に対する国際理解教育等

を促進するとともに、教育現場等での外国人の子弟への対応などを通じて JICA海外協

力隊参加を通じて培った自らの経験と知見を職場・地域社会へ還元し、多文化共生を

推進する役割を担うこと。 

 

２．現職教員派遣委託費の概要 

（１）委託先 

都道府県及び政令指定都市の教育委員会 

 

（２）委託業務の内容 

委託業務の内容は次のとおりです。 

 現職教員特別参加制度の募集要項に基づき、JICA海外協力隊に参加する意欲を有

し、資格要件を満たす能力及び経験を有する現職教員を、文部科学省を通じて JICA

に推薦する。推薦した現職教員が JICAにおける選考に合格した場合、当該教員を

JICA海外協力隊に参加させる（以下、JICA海外協力隊に現職参加する隊員を「参加

教員」という。）。 

 派遣前に、参加教員による事前準備を支援する（語学学習等の事前学習、派遣準備に

係る助言、帰国後の社会還元に関する留意事項等）。 

 派遣期間中、参加教員の活動状況をモニタリングし、 必要に応じ活動に対する技術

的助言・支援を行う。 

 参加教員の活動状況等を教育委員会内で共有し、参加教員の活動状況等の広報を行

う。 

 参加教員が「JICA海外協力隊の派遣前訓練に関する合意書」（以下、「訓練合意書」

という。）又は「JICA海外協力隊の派遣に関する合意書」（以下、「派遣合意書」とい

う。）に反する行為を行った場合に、JICAと連携して参加教員に指導する。 

 参加教員が海外協力隊の活動を終えて帰国した後、当該教員の教育現場等における社

会還元活動の促進に努め、その結果を帰国後 3年間、毎年度末に JICAに報告する。   
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（３）JICAの役割 

JICAは以下を行います。 

 当該年度における現職教員特別参加制度の募集について、文部科学省に対して教員推

薦依頼を行う。 

 委託先から文部科学省を通じて推薦のあった現職教員を選考に付し、その合否につい

て文部科学省を通じて委託先に通知する。 

 委託先から推薦された現職教員が選考に合格した場合、参加教員との間で「訓練合意

書」及び「派遣合意書」を締結し、JICAの規定に基づき、参加教員を JICA海外協力

隊として派遣する。JICA海外協力隊への参加期間は、派遣前訓練を含め原則 2年と

する。 

 参加教員の活動状況を確認する。活動状況の改善が必要な場合は、委託先と協議を行

う。 

 参加教員の帰国後、当該教員の教育現場等における社会還元活動の実施状況について

委託先から報告を受ける。 

 

（参考）本委託費の枠外での関係者の役割 

【文部科学省】 

 現職教員特別参加制度を運用し、JICAからの現職教員の推薦依頼を受け、各教育委員

会からの推薦を取りまとめて、JICAに回答 

【委託先】 

 派遣法・派遣条例に基づき派遣された教員に対し国内給与を支給 

 

 

 

（４）委託契約の構成 

 覚書（必要に応じて） 

本委託費の目的、期間、海外協力隊に派遣する人数、JICA 及び委託先の実施事項等

を定めた包括的な合意文書。覚書の期間は原則 5 年間となります。JICA と教育委員

会が個別に覚書を締結することで、教育委員会は JICA に対して所定の教員の推薦を

する義務を、また JICA は当該教育委員会に対して、委託費使用の人数枠を確保する。 

 契約書 

教育委員会（委託先） 

JICA 
開発途上国 

教員派遣要請 

文部科学省 

教員選考・訓練・派遣 

教員推薦依頼 

教員 
海外手当・旅費等経費 

教員 
委託費 

推薦 

活動支援 

派遣法・条例に基づく 
支給（給与） 

報告 

回答 
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委託先に所属する現職教員を JICA海外協力隊に参加させるにあたり、JICAと委託先

との間で、当該教員の参加にかかる業務委託契約を締結します。業務委託契約は単

年度契約とし、委託先毎に当該年度の参加教員を一括して締結します。 

 

※従来は前項の覚書締結を契約書締結の前提条件としていましたが、2023 年度以降

はこれを改め、覚書の有無にかかわらず契約書締結が可能となりました。 

 

（５）委託費の算出方法 

上記２．（２）の業務への対価は、委託先の給与規程及び参加教員の等級号俸等を参考

に算定します。対象経費は以下の費目とし、業務委託契約書締結日における金額をもっ

て計算します。なお、年度途中の給与改定等による変更分に係る契約金額の変更は行い

ません。 

 給料 

 教職調整額 

 扶養手当 

 期末手当 

 勤勉手当 

 義務教育等教員特別手当 

 児童手当 

 公務災害補償基金負担金 

 給料の調整額 

 管理職手当 

 共済費（厚生年金保険、退職等年金、経過的長期） 

※すべての費目について、地域（調整）手当、へき地手当、寒冷地手当、住居手当に相

当する分を除く。 

※共済費は、厚生年金保険、退職等年金、経過的長期に掛かる分以外を除く。 

 

留意点：勤勉手当について、海外派遣中は支給しないと通常条例で定められている点

について誤解したまま不正確な申請がなされ、後に誤りが判明した結果変更が生じた

り、返納となるケースがあります。この点を含め、正しい申請をしていただくよう、

ご留意ください。 

 

（６）委託費の対象期間 

委託費の対象となる期間は、派遣教員が派遣前訓練に参加し、任国に派遣される年度の

4月 1日から、翌年度の 3 月 31日までとします。契約は単年度契約となり、一人の参加

教員について二ヶ年度において契約を締結します。なお、任期短縮した場合は、訓練合

意書または派遣合意書を解除した日の属する月分まで月額単価での支払いとなります。 

  

３．契約、派遣、支払いの流れ                                     

以前は覚書の締結が必要でしたが、2023年度以降は、覚書の有無にかかわらず契約

書の締結が可能となりました。 

（１） 現職教員特別参加制度による教員の推薦 
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① 委託費による派遣候補となる教員の JICAでの募集は、原則として例年の JICA海外協

力隊春募集に合わせて行われる現職教員特別参加制度下で行われます。 

② 委託先が推薦する教員の人選は、可能な限り委託先内で公募を実施していただきます

ようご配慮願います。 

③ 応募対象となる要請は、現職教員特別参加制度限定の要請となります（春募集の一般

公募要請とは異なります）。また、その職種については教育分野の職種に限定されて

います。 

 

（２）現職教員特別参加制度による選考 

① 文部科学省を通じて JICA が行う推薦依頼に基づき推薦される教員の選考は、現職教

員特別参加制度の枠組みの中で行われます。 

② 合格者は、選考の行われた翌年度一次隊に参加し、その翌年度 3月に帰国します。 

 

（３）契約の締結 

① 選考の結果、委託費の対象となる参加教員が確定した後、JICAと委託先は当該参加

教員の参加にかかる業務委託契約を締結します。契約は単年度契約とし、委託先毎に

当該年度の対象参加教員を集約し一式の契約書（別紙２）を締結します。契約書で

は、委託費の対象者、委託金額、支給期間について合意します。 

 

（４）教員の派遣 

① 本制度により派遣される教員は、選考の行われた翌年度一次隊に編成されます。 

② 参加教員は派遣前訓練（必要に応じて技術補完研修を含む）への参加・修了が、派遣

に際し必須となっています。 

③ 参加教員は JICA との間で「訓練合意書」及び「派遣合意書」を締結します。派遣前

訓練期間中及び派遣期間中は各合意書を遵守していただきます。 

④ 派遣期間中、参加教員は委託先に定期報告を行うこととします。委託先は参加教員の

活動等に対し必要に応じて技術的助言・指導を行い、円滑な活動推進を支援していた

だきます。 

⑤ 委託先は参加教員の活動状況等を委託先内部で共有し、参加教員の活動状況の広報を

行ってください。 

⑥ 委託先は、参加教員が「訓練合意書」又は「派遣合意書」に反する行為を行った場合

に JICAと連携して参加教員に指導していただきます。 

⑦ 参加教員の派遣期間が変更された場合は、変更された派遣期間及び付属書で定める契

約金額の月額単価に基づき、JICAと教育委員会が協議して、支払額を定めます。 

 

（５）経費の請求 

① JICA による選考の後、JICA から委託先に「様式３ JICA 海外協力隊現職教員派遣委

託費に係る年間支出予定額調査票」を送付し、委託先は所定の期日までに同調査票を

JICA に提出してください。委託先は調査票の根拠となる資料を契約締結後 10 年間保

管し、JICAが求める場合は開示していただきます。 

② JICAは、同調査票を審査の上、委託先毎に委託金額を決定します。 

③ ②の後、両者は契約書を締結します。 
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④ JICAは、各年度の 3月もしくは必要に応じその前に、当該年度の各参加教員の活動状

況を確認し、JICAが支払うべき額を委託先に通知します。委託先はその通知に基づく

支払い請求を行い、これを受け JICA は委託費の支払いを行います。ただし、委託先

の請求に基づき、委託費の一部を概算払いすることも可能です。 

⑤ 業務完了時点において、参加教員の任期短縮などの理由による契約金額の変更がない

場合は、派遣実績をもって JICA が経費を確定し、委託先からの請求書に基づき、委

託費を支払います。 

 

（６）参加教員による帰国後の社会還元 

① 委託先は、参加教員の帰国後 3 年間にわたり、当該参加教員の社会還元の活動を促進

し、その活動状況を JICA に報告していただきます。なお、帰国後の社会還元活動に

ついては有効期間中に派遣された教員が帰国して 3 年経過するまでの間、報告をお願

いします。 

② 参加教員による帰国後の社会還元の内容については委託先が決定することとします。

社会還元促進の観点から、復職後の人事配置では JICA 海外協力隊参加経験について

配慮をお願いいたします。 

③ 委託先が行う帰国後の社会還元活動に対する費用は業務委託契約に含まず、委託先自

らの費用負担により行うものとします。 

 

４．事業実施における留意点                               

（１）本委託費における現職参加促進費の扱い 

委託費の支給額決定にあたっては、国内給与相当分に加えて、公務災害補償基金負担

金及び共済費（厚生年金保険、退職等年金、経過的長期）相当分を含めた額とするた

め、委託費対象となる参加教員は現職参加促進費の対象外となります。 

 

以 上  

 

別紙 1 契約書雛形 

   2 現職教員派遣委託費に係る年間支出予定額調査票 



別紙 1 

（教育委員会名称）に所属する教員の 

JICA 海外協力隊派遣に係る業務委託契約書（20●●年度） 

 

 独立行政法人国際協力機構（以下「JICA」という。）及び（教育委員会名称）

（以下「教育委員会」という。）は、教育委員会に所属する現職の教員を JICA が

事業として実施する JICA 海外協力隊の隊員として途上国に派遣する場合で、教

育委員会が特別にこれを支援する場合の業務について、以下に規定する業務委

託契約を締結する。 

 

（総則） 

第１条 JICA は、現職教員特別参加制度により、JICA 海外協力隊への参加意思

を有し、JICA 海外協力隊に合格した附属書に記載の現職教員を参加させること

を含む第 2 条規定の業務を教育委員会に委託する。 

２ JICA は、JICA 海外協力隊として派遣前訓練を受け、途上国に派遣される教

員（以下「参加教員」という。）との間で、「JICA 海外協力隊の派遣前訓練に関

する合意書」（以下「訓練合意書」という。）及び「JICA 海外協力隊派遣に関す

る合意書」（以下「派遣合意書」という。）を別に締結する。 

３ 教育委員会は、帰国した参加教員が、日本の教育現場において児童・生徒に

対する国際理解教育等を促進するとともに、教育現場等での外国人の子弟への

対応などを通じて JICA 海外協力隊参加を通じて培った自らの経験と知見を職

場へ還元し、多文化共生を推進する役割を担うことを推進する。 

 

（教育委員会の実施事項） 

第２条 （●●教育委員会）は、前条の目的を達成するため、以下の各項に規定

する事項を実施する。 

２ JICA の選考に合格した現職教員を JICA 海外協力隊へ参加させる。 

３ 参加の期間中、必要に応じ、直接又は JICA を通じて、次の項目を含む技術

的なアドバイスを行う。 

（１）参加教員による事前準備を支援する。（語学学習等の事前学習に係る支援

派、遣準備に係る助言、帰国後の社会還元に関する留意事項等） 

（２）派遣中に、参加教員の活動状況をモニタリングする。本人或いは JICA か

ら依頼があった場合、学校教育に関する資料の提供等、必要なアドバイスを行

う。 

（３）帰国後、参加教員から現地活動の報告を受け、帰国後の社会還元に係るア

ドバイスを行う。 

４ 参加教員の活動状況等を教育委員会内で共有し、参加教員の活動状況等の



 

広報を行う。 

５ 参加教員が「JICA 海外協力隊の派遣前訓練に関する合意書」（以下「訓練合

意書」という。）又は「JICA 海外協力隊の派遣に関する合意書」（以下「派遣

合意書」という。）に反する行為を行った場合に、JICA と連携して参加教員に

指導する。 

６ 参加教員が海外協力隊の活動を終えて帰国した後、当該教員の教育現場等

における社会還元活動の促進に努め、その結果を帰国後 3 年間、毎年度末に

JICA に報告する。 

 

（契約期間） 

第３条 本契約の契約期間は、20●●年 4 月 1 日から 20●●年 3 月 31 日まで

とする。 

２ 附属書に規定する参加教員の派遣期間が前項の契約期間を超える場合、

JICA と教育委員会は翌年度の契約について協議し、別途本業務委託契約書を変

更する。 

 

（報告） 

第４条 各年度の 3 月、JICA は速やかに、当該年度の各教員の活動状況を確認

し、JICA が支払うべき額を教育委員会に通知する。 

２ 参加教員の派遣期間が附属書に定めた期間から変更される場合、JICA は教

育委員会と変更後の派遣期間について協議、決定する。 

 

（支払い） 

第５条 契約金額は●円とする。内訳は附属書のとおりとする。  

２ 前条第１項の報告を受けたとき、教育委員会は文書により JICA に対して、

契約金額の支払いを請求することができる。ただし、次条に規定する概算払を受

けている場合は、契約金額から当該概算払の額を控除した金額を請求するもの

とする。 

３ JICA は、前項の請求を受けたときは、適法な請求書を受領した日から起算

して 30 日以内に支払いを行わなければならない。 

４ 前二項の規定にかかわらず、参加教員の派遣期間が附属書規定の期間から

変更された場合は、変更された派遣期間及び附属書に規定される契約金額の月

額単価に基づき、JICA と教育委員会が協議して、支払額を定めるものとする。 

 

（概算払） 

第６条 教育委員会は、JICA に対して、概算払を文書により請求することがで



 

きる。 

２ JICA は、前項の請求を受けたときは、適法な請求書を受領した日から起算

して 30 日以内に支払いを行わなければならない。 

 

（秘密保持） 

第７条 教育委員会及び JICAは、本契約の過程において知りえた双方及び派

遣国政府機関等の秘密を、他に漏らしてはならない。本契約の終了後につい

ても同様とする。 

 

（契約外の事項） 

第８条 本契約に定めのない事項のうち参加教員の JICA 海外協力隊の派遣に

関する事項は、原則として JICA の内部規程並びに「訓練合意書」及び「派遣合

意書」に基づくものとし、その他の事項及び本契約の条項について疑義が生じた

場合には、必要に応じて JICA と教育委員会が協議して、これを定める。 

２ JICA と教育委員会が、本契約とは別に「JICA 海外協力隊現職教員派遣に係

る覚書」を締結し、双方の内容に重複がある場合、本契約の記載を優先する。 

 

 また、本契約の証として、本書 2 通を作成し、両者それぞれ記名押印のうえ、

各自 1 通を保持する。 

 

20●●年 4 月 1 日 

                

東京都千代田区大手町 1-4-1     （所在地） 

独立行政法人国際協力機構        ●●●県教育委員会 

青年海外協力隊事務局            

局長 橘 秀治             （役職）  （氏名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

附属書 

現職教員の JICA 海外協力隊参加の内容 

 

１．個別の教員の参加概要 

なお、以下に規定する「参加期間」には、派遣前の国内準備期間、派遣前研修期

間及び帰国後国内整理期間を含むものとする。 

（１）参加教員氏名： 

 

①派遣国及び任地： 

②参加期間： 

③活動概要： 

 

（２）参加教員氏名： 

 

①派遣国及び任地： 

②参加期間： 

③活動概要： 

 

（３）参加教員氏名： 

 

①派遣国及び任地：（ボラシスより抜粋） 

②参加期間：（ボラシスより抜粋） 

③活動概要：（ボラシスより抜粋） 

 

 

２．契約金額内訳  

（１）参加教員氏名： 

金額  円 

 

（２）参加教員氏名： 

金額  円 

 

（３）参加教員氏名： 

金額  円 

 

以上 



 

別紙 

参考書式 

20●●年  月  日 

 

 

社会還元活動にかかる報告 

 

教育委員会 

（所在地） 

（名称） 

 

JICA 海外協力隊現職教員派遣の参加教員の帰国後社会還元活動にかかる報告は

次のとおり。 

 

【報告期間】20●●年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上 

1.参加教員名 

 派遣国 

 職種 

 派遣期間 

 活動内容 

例） 

・外国籍の子弟が多く通う学校への配置 

・多文化共生をテーマにした勉強会の実施 

・海外の学校との TV 会議を通じた交流 

 

2.参加教員名 

 派遣国 

 職種 

 派遣期間 

 活動内容 

 



別紙2

20●●年　月　日

〇〇教育委員会

下記の通り申請します。

等級号俸

a 給料 0

b 教職調整額 0

c 扶養手当 0

A 地域手当 0

B へき地手当 0

期末手当 0

d
地域手当を支給しなかった

場合の期末手当
0

勤勉手当 0

e
地域手当を支給しなかった

場合の勤勉手当
0

f 義務教育等教員特別手当 0

g 児童手当 0

公務災害補償基金負担金 0

h

A～Dの各手当を支給しな

かった場合の公務災害補償

基金負担金

0

i 給料の調整額 0

j 管理職手当 0

C 寒冷地手当 0

D 住居手当 0

長期給付 0

k 地域手当を支給しなかっ

た場合の長期給付
0

追加費用 0

その他 0

その他 0

給与支給額 0

0 0 0 0

共

済

費

対象経費(a～k)合計

役職：

氏名：

20●●年度　JICA海外協力隊現職教員派遣委託費に係る年間支出予定額調査票

隊員氏名

合計欄

隊次

派遣国

職種

印


